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「田原市社協」相談支援事業 重要事項説明書 

 

本重要事項説明書は、社会福祉法第 76条に基づき、事業所の概要や提供される相談支

援の内容、契約上ご注意いただきたいことを説明するものです。 

      

次の事業について説明します。 

        □地域移行支援   □地域定着支援 

        □指定特定相談支援 □指定障害児相談支援 

 

◇◆目次◆◇ 

１．事業者                11．利用料金           

２．事業所の概要             12．事故発生時等における対応       

３．事業実施地域             13. 容態急変時の対応 

４．営業時間               14．苦情を受け付けるための窓口    

５．職員の体制              15．虐待の防止のための措置      

６．職員の職務内容            16．サービスの提供の記録 

７．主たる対象者              

８．地域移行支援の提供方法および内容  

９．地域定着支援の提供方法および内容  

10．指定特定相談支援事業の提供方法および内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 田原市社会福祉協議会 

田原市社協相談支援事業所 

指定特定相談支援：平成２４年４月１日  田原市指定 

（指定番号 第２３３９１０００３０号） 

指定障害児相談支援：平成２４年４月１日 田原市指定 

（指定番号 第２３７９１０００３１号） 

指定地域移行支援：平成２５年４月１日 愛知県指定 

指定地域定着支援：平成２５年４月１日 愛知県指定 

（指定番号 第２３３９１０００３０号） 

の指定を受けています。 
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１．事業者 

名 称 社会福祉法人 田原市社会福祉協議会 

所在地 愛知県田原市赤石二丁目２番地 

電話番号 
０５３１－２３－０６１０  

携帯電話０９０－９１２３－７３７６（24時間対応） 

代表者氏名 会長 山 田 貴 三  

設立年月 昭和４２年４月１日 

 

２．事業所の概要 

事業所の種類 
指定一般相談支援事業所  

指定特定相談支援事業所  

指定障害児相談支援事業所 

事業の目的 

 ・運営方針 

1. 利用者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むこ

とができるよう、保健、医療、福祉、就労支援、教育等の関係機

関との緊密な連携を図りつつ、指定一般相談支援事業・指定特定

相談支援事業・指定障害児相談支援事業を利用者の意向、適正、

障害の特性その他の事情に応じ、適切かつ効果的に行うよう努め

ます。 

2. 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立った指定

一般相談支援事業・指定特定相談支援事業・指定障害児相談支援

事業の提供に努めます。 

3. 自らその提供する指定一般相談支援事業・指定特定相談支援事

業・指定障害児相談支援事業の評価を行い、常にその改善を図り

ます。 

4. 関係法令等を遵守します。 

事業所の名称 田原市社協相談支援事業所 

事業所の所在地 愛知県田原市赤石二丁目２番地 

電話番号 
０５３１-２３－０６１０  

携帯電話０９０－９１２３－７３７６（２４時間対応） 

管理者氏名 鈴 木 康 子              （専任・兼任） 

開設年月 平成２４年４月１日 

事業所が行なっ

ている他の業務 
委託相談支援事業の受託経営 
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３．事業実施地域 

 通常の事業実施地域は下記のとおりとします。 

 田原市の区域 

 

４．営業時間 

営業日 月曜日から金曜日までとなります。ただし、国民の祝日、12 月 29 日

～1月 3日は休業となります。 

受付時間 月～金 AM8 時 30 分～PM5 時 15 分 なお必要に応じ営業時間以外も

随時対応します。 

ｻｰﾋﾞｽ提供時間帯 月～金 AM8 時 30 分～PM5 時 15 分 なお必要に応じ営業時間以外も

随時対応します。 

 

５．職員の体制 

 <主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 人数 勤務形態 

１．管理者 １名 常勤で兼務 

２．相談支援専門員 ２名 常勤で兼務１名、専従１名 

 

６．職員の職務内容 

職種 職務内容 

管理者 

従業者の管理、指定特定相談支援・指定一般相談支援・指定障害児相談支

援の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元

的に行います。また、従業者に関係法令等の規定を遵守させるため必要な

指揮命令を行います。 

相談支援専門員 
その他の従業者に対する技術的指導及び助言を行います。また、自らも基

本相談支援、指定計画相談支援、指定地域移行支援、指定地域定着支援、

指定障害児相談支援の業務を行います。 

地域移行支援・地域

定着支援を担当す

る者 

地域移行支援にともなう面接及び障害者支援施設・精神病院からの外出へ

の同行支援を行います。また体験利用・体験宿泊の支援を行います。 

地域定着支援にともなう面接及び日常生活全般の状況等の確認を行いま

す。 
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７．主たる対象者 

（１）身体障害者（１８歳未満の者を除く） 

（２）知的障害者（１８歳未満の者を除く） 

（３）障害児（１８歳未満の身体障害者及び知的障害者） 

（４）精神障害者（１８歳未満の者を含む） 

（５）難病等対象者 

８．指定地域移行支援の提供方法及び内容 

（１）地域移行支援計画を作成します。 

【計画作成までの流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域移行支援計画を基に、次のサービスを提供します。 

相談及び援助 

利用者と面接し、心身の状況等を確認した上で、利用者が地域におけ

る生活に移行するための活動に関する相談に適切に応じるとともに、

障害者支援施設や精神科病院からの外出に同行し、必要な支援を行い

ます。※面接又は同行による支援は、概ね１週間に１回行うものとし、

少なくとも、１ヶ月に２回行います。 

利用者に面接して、利用者の心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等

を確認します。その上で、利用者の希望する生活や課題等の把握を行い、利用者が自立した

日常生活を営むことができるよう、適切な支援内容を検討します。 

支援内容の検討結果を基に、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な支援の方針、

生活全般の質を向上させるための課題、地域移行支援の目標及びその達成時期等を記載した

地域移行支援計画の原案を作成します。 

地域移行支援計画の原案の内容について利用者又はその家族に対して説明し、文書により利

用者の同意を得た上で、地域移行支援計画を利用者に交付します。 

障害者支援施設や精神科病院等における担当者等を招集して地域移行支援計画の作成に係

る会議を開催し、地域移行支援計画の原案の内容について意見を求めます。 
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障害福祉サービス事業

の体験的な利用 

利用者の心身の状況等に応じて、地域における生活に移行するための

障害福祉サービス（生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続

支援）の体験的な利用を行います。 

１人暮らしに向けた体

験的な宿泊 

利用者の心身の状況等に応じて、利用者との常時の連絡体制を確保し

つつ、地域における生活に移行するための単身での生活に向けた体験

的な宿泊を行います。 

 

９．指定地域定着支援の提供方法及び内容 

（１）地域定着支援台帳を作成します。 

【台帳作成までの流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域定着支援台帳を基に、次のサービスを提供します。 

常時の連絡体制の確

保等 

利用者の心身の状況及び障害の特性等に応じ、適切な方法により、利用

者との常時の連絡体制を確保します。また、利用者の居宅への訪問等を

行い、利用者の状況を把握します。 

緊急の事態への対処

等 

緊急の事態が生じた場合には、速やかに利用者の居宅への訪問等による

状況把握を行い、利用者の家族、利用者の利用する障害福祉サービス事

業者等その他の関係機関との連絡調整、緊急の場合における一時的な滞

在による支援等の措置を講じます。 

 

１０．指定特定相談支援事業及び障害児相談支援事業の提供方法及び内容 

（１）サービス等利用計画・障害児支援利用計画を作成します。 

利用者のご家庭を訪問して、利用者の心身状況、その置かれている環境等を把握した上で、

利用者に面接して、利用者の心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況

等を確認します。その上で、利用者が地域において日常生活を営む上での課題等の把握を

行い、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他の支援を適切に行えるよう

備えます。 

支援内容の検討結果を基に、利用者の心身の状況、その置かれている環境、緊急時におい

て必要となる家族、利用者が利用する指定障害福祉サービス事業者等、医療機関等の関係

機関の連絡先その他の利用者に関する情報を記載した地域定着支援の台帳を作成します。 
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適切な保健、医療、福祉、就労支援、教育等のサービス（以下、「福祉サービス等」という。）

が、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して、サービス等利用計画・障害児支援利用

計画を作成します。 

 

＜サービス等利用計画・障害児支援利用計画の作成の流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）サービス等利用計画・障害児支援利用計画を基に、次のサービスを提供します。 

相談及び援助 

・利用者に面接し、利用者の心身の状況等を確認した上で、計画の目

標に沿ってサービスが提供されるよう、福祉サービス等の事業所等と

の連絡調整を行います。 

・福祉サービス等の実施状況や利用者の状況について定期的に再評価

（継続サービス利用支援）を行い、サービス等利用計画・障害児支援

利用計画の変更、支給決定の更新等に必要な援助を行います。 

※継続サービス等利用支援（モニタリング）については、受給者証に

明記されている期間とします。 

・利用者がサービス等利用計画・障害児支援利用計画の変更を希望し

た場合、または事業者がサービス等利用計画・障害児支援利用計画の

変更を必要と判断した場合は、事業所と利用者双方の合意に基づき、

サービス等利用計画・障害児支援利用計画を変更します。 

・利用者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認めら

れる場合又は利用者が障害者支援施設等への入院または入所を希望

する場合には、障害者支援施設等への紹介その他の便宜の提供を行い

ます。 

 

①相談支援専門員は、利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族等に面接して、利用者及びその

家族の置かれている状況、利用者の希望する生活、解決すべき課題等を把握します。 

②利用者及びその家族の置かれた状況等を考慮して、利用者及びその家族の生活に対する意

向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、提供される福祉サービス等の目標及び

その達成時期、福祉サービス等の種類、内容、量及び利用料並びに福祉サービス等を提供する

上での留意事項等を記載したサービス等利用計画・障害児支援利用計画の原案を作成します。 

③相談支援専門員は、作成したサービス等利用計画の原案に盛り込んだ福祉サービス等につい

て、介護給付費もしくは障害児通所給付費の対象となるか否かを区分した上で、当該サービス

等利用計画書・障害児支援利用計画の原案の内容について、利用者及びその家族に対して説明

し、利用者等の同意を得た上で決定するものとします。 
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１１．利用料金 

法定代理受領を行わない指定計画相談支援及び指定地域相談支援を提供した際は、利用者

から計画相談支援給付費及び地域相談支援給付費の支払いを受けるものとします。 

２ 前項のほか、通常の事業実施地域を越えて行うサービスの提供に要する交通費について、

公共交通機関等を利用した場合は、その実費を利用者から徴収するものとします。また、事

業者の自動車を使用したときは、次の額を徴収するものとします。 

① 通常の事業実施地域を越えた地点から片道 10キロメートル未満の区域 200円 

② 通常の事業実施地域を越えた地点から片道 10キロメートル以上 20キロメール未満の区域

400円 

③ 通常の事業実施地域を越えた地点から片道 20キロメートル以上の区域 600円 

３ 前項の費用の発生するサービスの提供に当たっては、あらかじめ利用者等に対し、当該サ

ービスの内容及び費用について説明を行い、利用者等の同意を得るものとします。 

４ 第１項、第２項の費用の支払いを受けた場合は、当該費用を支払った利用者等に対し領収

書を交付するものとします。 

１２．事故発生時等における対応 

指定地域相談支援の提供により事故が発生したときは、直ちに都道府県、市町村、利用者

の家族等に連絡するとともに、必要な措置を講じるものとします。 

２ 指定地域相談支援の提供により賠償すべき事故が発生したときは、速やかに損害を賠償す

るものとします。 

１３．容態急変時の対応 

利用者の容態に急変があった場合は、主治医に連絡する等必要な処置を講じるほか、下記

のご家族等へ速やかにご連絡いたします。 

【主治医】 

医療機関名   

所在地  

電話番号  

主治医氏名  

【緊急連絡先】 

氏名  

住所  

電話番号  

続柄  
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１４．苦情を受け付けるための窓口 

【本事業所の苦情窓口】 

窓口担当者 管理者 鈴 木 康 子 

苦情解決責任者 管理者 鈴 木 康 子 

受付日 
月曜日から金曜日までとなります。ただし、国民の祝日、12月 29日～ 

1月 3日はお休みです。 

受付時間 月～金 AM8時 30分～PM5時 15分まで対応します。 

電話番号 ０５３１－２３－０６１０ 携帯電話０９０－９１２３－７３７６ 

ＦＡＸ番号 ０５３１－２３－３９７０ 

Ｅ－ｍａｉｌ ｓｏｄａｎ＠ｔａｈａｒａ－ｓｈａｋｙｏ．ｏｒ．ｊｐ 

 

本事業所では解決できない苦情や虐待等の相談は、行政機関又は愛知県社会福祉協議会に設

置された運営適正化委員会に申し立てることができます。  

 

【田原市役所 地域福祉課】 

所在地  愛知県田原市田原町南番場３０－１ 

受付時間 月～金 AM8時 30分～PM5時 15分まで対応します。 

電話番号 ０５３１－２３－３６９７ 

【愛知県社会福祉協議会 運営適正化委員会】 

所在地 愛知県名古屋市東区白壁一丁目５０番地 

受付時間 月～金 AM9時 00分～PM5時 00分まで対応します。 

電話番号 ０５２－２１２－５５１５ 

 

１５．虐待の防止のための措置 

本事業所では、利用者に対する虐待を早期に発見して迅速かつ適切な対応を図るため、次の

措置を講じています。 

（１）虐待の防止に関する責任者の選定 【虐待防止責任者】管理者 鈴木 康子 

（２）成年後見制度の利用支援 

（３）苦情解決体制の整備 

（４）従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 
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１６．サービスの提供の記録 

本事業所では、指定特定相談支援事業・指定一般相談支援事業・指定障害児相談支援事業を

提供した際、提供日、内容その他の必要な事項を記録し、利用者の確認を受けております。ま

た、利用者が他の指定特定又は一般相談支援事業所の利用を希望する場合その他利用者からの

申出があった場合には、事業の実施状況等に関する書類を交付します。 

 

令和  年  月  日 

 

指定一般相談支援事業・指定特定相談支援事業・指定障害児相談支援事業の提供にあたり、

利用者に対して契約書及び本書面に基づいて、重要な事項の説明を行いました。 

 

説明者   

（事業所） 田原市社協相談支援事業所 

（説明者）                   印 

 

私は、契約書及び本書面により、事業者から指定一般相談支援事業・指定特定相談支援事業・

指定障害児相談支援事業の提供にあたり、重要な事項の説明を受け、同意しました。 

 

利用者   

（住所） 

（氏名）                   印 

 

利用者は、身体の状況等により署名ができないため、利用者本人の意思を確認の上、私が利

用者に代わって、その署名を代筆しました。 

 

代筆者   

（住所） 

（氏名）                    印 

（続柄）                     


